
４　主要事業一覧

1

私立学校振興事業費

[041001]

私学振興課 R２要求

2

信州高等教育支援センター

事業費

[041101]

高等教育振興課 R２要求

3

公立大学法人長野県立大学

関連事業費

[041102]

高等教育振興課 R２要求

グローバルな視野でビジネスや地域社会にイノベーションを創出し、地域に

貢献するリーダーの育成と、地域課題を解決する研究活動等を支援する

ため、長野県立大学に対して運営費交付金のほか、高等教育の修学支援

新制度の実施に必要な経費を交付します。

　

               ・公立大学法人長野県立大学運営費交付金

【新】・公立大学法人長野県立大学授業料等減免交付金

　　　・公立大学法人長野県立大学評価委員会の開催

1,133,443 R１当初 1,694,722

県民文化部
　　　※ 【新】：新規事業

 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費での要求事業

事　業　名

［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）

(＊は成果目標）

*県内大学志願者数：16,716人(2019年度)→16,800人(2020年度)

*県内大学生インターンシップ参加率：27.6%(2018年度)→40.0%(2020年度)

（一部　地方創生推進交付金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

13,118 R１当初 20,876

県内高等教育機関の魅力向上と産学官連携による県内への人材定着に取り

組むため、信州高等教育支援センターにおいて、高等教育振興施策を推進

します。

　

　　　・大学生の海外インターンシップのマッチング支援や経費への補助

　　　・県内外に県内大学・短期大学等の情報を発信　　　　　　　　　　　　　等

*県内大学の収容力：19.4%(2019年度)→20.1%(2021年度)

私立学校における教育条件の維持向上や経営の健全化を図るため、運営費

補助や保護者負担の軽減などを実施します。

【拡】・私立幼稚園教育振興費補助金

　　　　幼稚園教諭の処遇改善等の推進

【拡】・私立高等学校等就学支援事業交付金

　　　　年収目安590万円未満世帯の支給上限額の引上げ

【拡】・私立高等学校授業料等軽減事業補助金

　　　　入学金補助制度の拡充

【新】・私立専門学校授業料等減免事業費負担金

　　　　専門学校による授業料等の減免に要する費用を負担　　　　　　　　　等

*私立高等学校全日制定員充足率：95.1%（2018年度）→96.8%（2020年度）

*私立専門学校県内就職率：78.1%（2018年度）→81.4%（2020年度）

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

10,664,270 R１当初 9,923,057
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事　業　名

［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）

(＊は成果目標）

4

ながの中国ホストタウン

交流推進事業費

[040601]

国際課 R２要求

5

しんしゅう多文化共生新時代

地域づくり推進事業費

[040602]

国際課 R２要求

6

芸術文化活動推進事業費

[040101]

文化政策課 R２要求

東京・北京と続くオリンピック・パラリンピックを契機に友好提携先の中国との関

係強化及び経済連携を促進するため、河北省・北京市政府代表団の招へい

等による交流を行います。

【新】・河北省・北京市政府代表団招へいによる県関係者との懇談等

　　　・「ホストタウンNAGANOコミュニティライブサイト（中国選手の出場競技の

　　　　パブリックビューイング、ＰＲブース出展等）」の実施

　　　・河北省の大学生の受入れによる県内大学生との交流

8,446 R１当初 540

「長野県多文化共生推進指針2020（R２.３月策定予定）」の基本目標「共に学

び、共に創る  しんしゅう多文化共生新時代（仮）」を実現するため、モデル自

治体※への支援及び好事例の県内他市町村への発信等を行います。

※ 先駆的な日本語教室(地域の交流の場も提供)を運営する自治体(県指定)

【創】・モデル教室への日本語教師等の派遣、日本語教室運営への助言

　　　　及び日本語交流員の養成等

　　　・外国人のための防災訓練の実施

【創】・外国人にも理解しやすい「やさしい日本語」普及講座の開催

【新】・モデル自治体の取組を評価・助言するアドバイザーの派遣

【創】・県内外の先駆的な取組を発信する「しんしゅう多文化共生地域会議」

　　　　の開催

*モデル自治体新規創出数：２か所（2020年度）

*日本語交流員の養成人数：56人（2018年度）→累計120人（2020年度）

（一部 文化振興基金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

310,503 R１当初 241,852

生涯にわたって文化芸術に親しみ、楽しむことができるようにするため、「長野

県文化芸術振興計画」に基づく文化芸術施策を展開します。

【拡】・東京2020オリンピック・パラリンピックに向けた長野県文化プログラム

　　　　として、芸術監督団等の企画による各種事業の実施を支援

【新】・国際芸術祭の開催支援により、アーティスト・イン・レジデンス活動を推進

　　　・セイジ・オザワ 松本フェスティバルの共催　　　　　　　　　　　　　　　　等

*文化芸術活動に参加した人の割合：68.2%（2017年度）→72.5%（2022年度）

14,688 R１当初 8,696
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事　業　名

［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）

(＊は成果目標）

7

文化施設大規模改修等

事業費

[040101]

文化政策課 R２要求

8

信濃美術館整備事業費

[040101]

文化政策課

信濃美術館整備室 R２要求

9

交通安全推進事業費

[040402]

くらし安全・消費生活課 R２要求

令和３年度(2021年度)の開館に向けて、国内外の人々が集い、信州の魅力を

発信する文化・観光の拠点となる信濃美術館の整備を進めます。

　　　・信濃美術館本館の建設工事

　　　・開館に向けた備品等の整備

　　　・クラウドファンディング型寄付による触れる美術作品等の委託制作

　　　・県民参加による美術館づくりのためのフォーラム等の開催　　　　　　 等

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

7,231,359 R１当初 2,919,360

利用者が安全・快適に文化芸術に親しむ環境を整備するため、県立文化施設

の大規模改修やバリアフリー化の改修等を行います。

　　　・ホクト文化ホール（長野市）

　　　　陸屋根等防水改修、大ホール舞台機構改修

　　　・伊那文化会館

　　　  吊り天井脱落対策、大ホール客席椅子改修等の大規模改修

　　　・キッセイ文化ホール（松本市）

        吊り天井脱落対策、屋根改修等の大規模改修、トイレの洋式化、

　　　  エレベーター新設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

5,069,458 R１当初 1,338,556

68,482 R１当初 22,118

交通事故のない安全で安心な県民生活を実現するため、関係団体等と連携し

ながら、自転車の安全な利用や高齢ドライバーの交通事故の防止対策等を推

進します。

　　　・長野県交通安全運動推進本部・地方部による啓発活動等の実施

　　　・交通事故相談所を通じた被害者等への相談及び助言の実施

【創】・自転車の安全利用等の広報・啓発、安全教育の充実及び自転車損害

　　　　賠償保険等への加入促進等

【創】・運転能力の衰えに対する「気づき」、安全運転及び日常生活等への支

　　　　援による高齢ドライバーの運転事故防止関連対策の実施

*交通事故死傷者数：8,884人（2018年）→8,500人以下（2022年）

*自転車事故発生件数：834件（2018年）→780件以下（2022年）

*高齢ドライバー事故による死者数：25人（2018年）→25人未満（2020年）
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事　業　名

［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）

(＊は成果目標）

10

消費生活安定向上事業費

[040401]

くらし安全・消費生活課 R２要求

11

人権啓発推進事業費

[040501]

人権・男女共同参画課 R２要求

12

女性の活躍推進事業費

[040502]

人権・男女共同参画課 R２要求

13

ながの結婚・子育て

応援事業費

[040701]

次世代サポート課 R２要求

「人権が尊重される長野県」を実現するため、親しみやすく参加しやすい人権

啓発活動等を実施します。

【新】・人権に関する県民意識調査の実施

【拡】・性的少数者理解促進・支援のための各種研修・講演会の開催

　　　・長野県人権政策審議会の開催　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　等

　*人権が尊重されていると思う人の割合：59.8%(2018年度)→65.0%(2020年度)

消費生活の安定・向上のため、長野県版エシカル消費の推進や、消費者教

育・啓発を充実するとともに、市町村における消費生活相談体制の整備・強化

を支援します。

　　　・消費者向けの講座開催や、県内大学・事業者との連携による普及・

　　　　啓発により「長野県版エシカル消費」を推進

　　　・消費生活に関する基礎的かつ幅広い知識を習得する消費者大学の

　　　　開催

　　　・市町村に対して長野県消費者行政活性化事業補助金等による財政

        的及び技術的支援を実施

*消費者大学・出前講座等受講者数：2万人（2020年度）

*長野県版エシカル消費認知度：100%（2022年度）

155,963 R１当初 172,524

仕事・地域・家庭において、女性の意思を尊重し個性や能力を発揮できる社

会づくりを推進するため、学びの場づくりや環境整備など女性の活躍を支援し

ます。

　　　・長野県ウィメンズカレッジによる女性の学び支援

　　　・女性活躍推進セミナーの開催　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　等

　*民間企業の課長相当職以上に占める女性の割合：12.2%(2016年度)→15.0%(2020年度)

8,532 R１当初 8,990

19,652 R１当初 15,574

70,688 R１当初 42,401

結婚の希望を叶えるため、出会いの機会の拡大や大学生等が自らの人生設

計を考える機会を提供するとともに、官民一体となって安心して子育てができ

る環境づくりを進めます。

【拡】・県内大学におけるライフデザインセミナーの開催及び企業等との連携

　　　　によるコミュニケーション講座等の開催

【拡】・結婚マッチングシステムの更新

　　　・ながの子育て家庭優待パスポートの協賛店の拡大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 等

*県と市町村等の結婚支援事業による婚姻件数：202件(2018年度)→311件(2020年度)

4



事　業　名

［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）

(＊は成果目標）

14

保育体制強化推進事業費

[040803]

こども・家庭課 R２要求

15

信州やまほいく（信州型自然

保育）普及事業費

[040803]

こども・家庭課 R２要求

16

子ども・若者育成支援

推進事業費

[040701]

次世代サポート課 R２要求

幼児期の子どもの基本となる能力を育むため、信州の豊かな自然環境と多様

な地域資源を活用した「信州やまほいく（信州型自然保育）」の普及を推進しま

す。

　　　・信州型自然保育認定制度に基づく団体認定

　　　・信州やまほいく認定団体の保育環境等の向上支援

　　　・自然保育専門研修、交流会の開催

　　　・信州型自然保育の広報

　　　・信州やまほいく認定園を利用する世帯の保育料負担軽減

*信州やまほいく（信州型自然保育）認定団体数：210（2019年度）→240（2020年度）

待機児童の発生を抑制するため、保育体制の整備を総合的に実施します。

　　　１　保育士人材バンクに保育士再就職支援コーディネーターを配置

【創】２　３歳未満児保育の受け皿となる地域型保育事業の開設を支援

　　　　　・事業主体　民間事業者

　　　　　・補助率　　 国庫補助対象経費の1/8

 *地域型保育事業新規開設所数：10か所(2020年度)

50,955 R１当初 53,440

子ども・若者が社会的に自立した個人として健やかに成長できるようにするた

め、環境整備を行います。

　　　・困難を有する子ども・若者へ支援を行う地域協議会を設置

　　　・困難を有する子ども・若者に対する自立支援の場を運営する

        民間団体へ助成

　　　・発達に様々な特性のある子ども・若者の教育相談窓口を設置

【創】・困難を有する子ども・若者の居場所の役割を担う民間団体等を支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

*助成団体における要支援者の自立の割合：22.7%（2018年度）→25%（2020年度）

82,477 R１当初 53,680

（一部 ふるさと信州寄附金基金、森林づくり県民税基金活用事業）

69,106 R１当初 46,708
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事　業　名

［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）

(＊は成果目標）

17

新たな社会的養育推進

事業費

[040802]

こども・家庭課

児童相談養育支援室 R２要求

87,458 R１当初 59,328

社会的養護が必要な新生児等の家庭環境下での養育を進めるため、里親委

託を推進するとともに、予期せぬ妊娠に悩む妊婦等への支援を行います。

併せて、子どもと子育て家庭を切れ目なく支援する体制を構築するため児童

家庭支援センターを増設するとともに、「子ども家庭支援ネットワーク」の市町

村への普及を促進します。

　　　１　乳児院による包括的里親支援事業

        　 里親の新規開拓から、里親委託後の養育相談までを一貫して担う

        　 里親支援機関による質の高い里親養育の充実を推進

　　　２　予期せぬ妊娠に悩む妊婦等支援事業

        　 産科医療機関、乳児院等の専門機関が連携し、出産後の養育に

　　　　　 リスクを抱える妊婦等への支援の充実を推進

【拡】３　児童家庭支援センター運営事業

　　　　　身近な場所で専門的な児童家庭相談を行う児童家庭支援センター

　　　　　を増設（３→５か所）

　　　４　子ども家庭支援ネットワーク普及促進事業費

　　　　　「子ども家庭支援ネットワーク」の市町村への普及を促進

*里親等委託率：13.2%(2016年度)→20.6%(2020年度)
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